
土木A
電子入札公告総合評価
（技術提案型）A等級


大阪府電子契約システム（以下、「システム」）を用いて、次のとおり総合評価一般競争入札（技術提案型）を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６の規定により公告する。
入札参加者は、この「公告」のほか、「大阪府都市整備部（住宅建築局を除く。）総合評価一般競争入札（技術提案型）共通入札説明書」（以下「共通入札説明書」という。）及び「大阪府建設工事電子入札心得」の内容を遵守するとともに、契約締結に必要な条件を熟知のうえ、入札を行うこと。

令和８年１０月２日（金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府総務部契約局長　松下 祥子
	【重要なお知らせ①】
○令和７年12月12日以降に入札する案件については、労務費等を記載した工事費内訳書を提出することが義務付けられています。本案件は労務費等の適正性を確認するための調査の対象案件です。詳細は下記ホームページをご確認ください。
https://www.pref.osaka.lg.jp/o040110/keiyaku_2/e-nyuusatsu/e-kensetsu-new.html



	【重要なお知らせ②】
○本案件は、ランダム係数の取扱いの変更（試行実施）の対象案件です。詳細は下記ホームページをご確認ください。
https://www.pref.osaka.lg.jp/o040110/kouji_randamu.html



	【お知らせ】
○本件は低入札価格調査制度で落札者を決定する案件です。制度を理解のうえ入札参加すること。
・大阪府総務部契約局低入札価格調査制度実施要綱（建設工事版）
https://www.pref.osaka.lg.jp/o040100/keiyaku_2/e-nyuusatsu/e-youkou.html
　　　・大阪府都市整備部（住宅建築局を除く。）低入札価格調査制度実施要領（建設工事版）
　　　 　https://www.pref.osaka.lg.jp/o130030/jigyokanri/nyusatsu/index.html
○本件は意向確認設定案件です。入札書記載の金額が低入札価格調査基準価格を下回った場合に、低入札価格調査に必要な資料を提出するかどうかについて、入札書提出画面において意向を示すこと。
　　　・低入札価格調査意向確認書等の提出方法の変更について（H29.3）
　　　　　https://www.pref.osaka.lg.jp/o040100/keiyaku_2/e-nyuusatsu/e-youkou.html





本工事は、発注者指定型によるＩＣＴ活用工事の対象工事です。
詳しくは特記仕様書をご確認ください。


記
１　発注の内容
	発注年度
	令和８年度

	工事名称
	一般府道　（新）三林岡山線　橋梁下部工事（いぶき野工区）

	発注事務所
	都市整備部　鳳土木事務所

	受注希望工種
	土木　　　　　　　　　　※『３入札参加資格』の『受注希望工種』を参照。

	工事種別
	土木一式工事

	工事場所
	和泉市いぶき野五丁目地内

	全体工期
	発注者の想定する工期（日数）は以下とする。
※契約締結日によっては、余裕期間の日数が増減する可能性があります。
【発注者指定方式】
余裕期間：契約締結日から令和９年１月２４日まで
実工期：令和９年１月２５日から令和１１年２月２８日まで

	工事概要
	施工延長　Ｌ＝１１３.０ｍ
南行Ｐ９，Ｐ１０，Ａ２
作業土工　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 一式
場所打杭工　　　　　　　　　全回転AC工　　　　　Φ1500,L=25～28.5m　　　　　一式
橋台躯体工　　　　　　　　　逆T式橋台　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１基
橋脚躯体工　　　　　　　　　張出式橋脚　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２基

	落札方式
	総合評価（技術提案型Ⅱ型）
低入札価格調査制度（失格基準価格設定）

	予定価格、予定価格算出基礎額、低入札価格調査基準価格及び失格基準価格の公表
	事後公表

	支払い条件
	前払金
	契約金額の４０％（１０万円未満切り捨て）

	
	中間前払金
	契約金額の２０％（１０万円未満切り捨て）
ただし、部分払を選択した場合は、なし。

	
	部分払
	令和８年度　０回　、　令和９年度　４回　、　令和１０年度　３回
ただし、中間前払金を選択した場合は、
令和８年度　０回　、　令和９年度　１回　、　令和１０年度　０回

	
	支払限度額割合
	令和８年度　０％、令和９年度　約１１％、令和１０年度　約８９％

	議会の議決
	対象外

	契約不適合責任期間
	２年

	必要な火災保険等
	なし　

	建設リサイクル法
	対象　
※「建設リサイクル法の具体的な手続きの流れ」を参照。
https://www.pref.osaka.lg.jp/kenshi_shinsa/recycle_index/flow.html

	職員数の現況調査
	対象　　　　　　　　　　※共通入札説明書　２８を参照。

	契約後ＶＥ
	対象外

	１者入札の取り扱い
	原則無効　※例外的に有効とする場合があるため、共通入札説明書３４（３）イを参照。

	週休２日工事
	週休２日工事対象（発注者指定方式）
※詳細は「大阪府 都市整備部「週休２日工事」実施要領」を参照。
https://www.pref.osaka.lg.jp/jigyokanri/giken/4syu8kyu_kouji.html

	余裕期間制度
	方式
	余裕期間制度（発注者指定方式）　
※詳細は「大阪府 都市整備部「工事における余裕期間制度」実施要領」を参照。
https://www.pref.osaka.lg.jp/o130030/jigyokanri/giken/yoyukikan.html

	
	主任技術者等の配置
	余裕期間内は、主任技術者等を配置することを要しない。
ただし、現場代理人を配置することを要する。

	
	余裕期間内作業
	余裕期間内は、現場への資機材搬入、仮設物の設置等の工事着手に該当する行為を行ってはならない。














２　発注スケジュール
	入札説明書等交付
	交付
	[bookmark: _Hlk236232558]令和８年１０月２日（金）から

	予定価格及び予定価格算出基礎額の公表
	公表時期
	本件開札後。ただし、再度の入札を行うときは、再度の入札の開札後。

	低入札価格調査基準価格
の公表
	公表時期
	落札者決定の日

	失格基準価格の公表
	公表時期
	「予定価格に対する質疑及び回答」の最終回答日の翌日（休日を除く。）。ただし、質疑の有無等により前後することがあります。
※電話等による公表時期の問合せには一切お答えできません。

	入札説明書等に対する
質問及び回答
	質問期間
	令和８年１０月２日（金）午前１０時 から 同年１０月９日（金)午後４時まで

	
	最終回答日
	令和８年１０月１３日（火）

	入札参加申請
	申請期間
	令和８年１０月２日（金）午前１０時 から 同年１０月１３日（火）午後４時まで

	理由請求(参加資格なし)
	請求期限
	システムにより交付する『参加資格確認通知書』に記載されています。

	技術提案書作成要領
及び設計図書等の交付
	交付期間
	令和８年１０月２日（金）午前１０時 から 同年１２月１７日（木）午後４時まで
※設計図書等の交付方法については下記リンクを参照してください。
https://www.pref.osaka.lg.jp/keiyaku_2/e-nyuusatsu/e-kensetsu-tosho.html

	技術提案書作成要領に
対する質問及び回答
	質問期間
	令和８年１０月２日（金）午前１０時 から 同年１０月２２日（木）午後４時まで

	
	最終回答日
	令和８年１０月２７日（火）

	設計図書等に対する質問
及び回答
	質問期間
	令和８年１０月２日（金）午前１０時 から 同年１２月７日（月）午後４時まで

	
	最終回答日
	令和８年１２月１１日（金）

	技術提案書（表紙）及び
技術審査資料一覧表の提出
	提出期間
	令和８年１０月２８日（水）午前１０時から 同年１１月４日（水）午後４時まで
システムにより提出。（令和７年４月１日以降の公告分からシステム提出）
※提出した資料の返却は行いません。

	技術提案資料の審査
	ヒアリング
	「５　担当課　入札契約担当」に記載する事務所から別途通知します。

	技術提案資料の採否項目の通知
	通知日
	令和８年１２月４日（金）までに都市整備部事業調整室技術管理課から電子メール等で通知します。
（当日中に受取書を都市整備部事業調整室技術管理課に返信メールしてください。）

	入札書の提出及び開札
	提出期間
	令和８年１２月１６日（水）午前１０時 から 同年１２月１７日（木）午後４時まで

	
	開札日時
	令和８年１２月１８日（金）午前１０時

	予定価格に対する
質疑及び回答
	質疑期間
	予定価格等を公表した時刻から予定価格等を公表した日の翌々日の午後４時まで（入札結果情報予定価格質問請求期限を参照してください。）

	
	最終回答日
	原則、質疑期間の終了日の翌々日（休日を除く。）

	
	質疑方法等
	共通入札説明書２１－２を参照してください。

	入札結果の公表
	公表時期
	入札結果の公表は落札者決定後に行います。
※電話等による入札結果の問合せには一切お答えできません。

	落札候補者の提出書類
	提出期限
	[bookmark: _Hlk186127997]質疑期間終了の翌々日以後（質疑があった場合は、質疑回答日の翌々日以後）、契約局から落札候補者である旨の通知（電子契約ポータルサイト上）を受けた日の翌日の午後５時まで（休日を除く。）
※契約局から落札候補者への連絡は、これまで電話で行っていましたが、
今後は電子契約ポータルサイトで通知します。
※落札候補者への連絡は、「予定価格に対する質疑及び回答」後に実施する「技術提案書（表紙）」の審査後となります。審査の結果、次順位者以降が落札候補者となることもあるため、落札候補者への連絡までに日数を要する場合があります。

	労務費等の適正性を確認するための調査対象者の提出書類
	提出期限
	契約局から落札候補者である旨の通知を受けた日の翌日（休日を除く。）の午後５時まで
※調査対象者への連絡は落札候補者への連絡にあわせて、電子契約ポータルサイトで通知します。

	再度の入札における
入札書の提出及び開札
	再度の入札に係る入札書の提出及び開札の日程についてはシステムにより通知します。


※休日とは、大阪府の休日に関する条例（平成元年大阪府条例第２号）第２条第１項に規定する府の休日をいう。
※適切な入札が実施できないと判断される事象が生じた場合は、落札決定後であっても落札決定を取り消す場合があります。




【重　要】
・システムによる受付に相当の時間が必要となるので、申請、質問、質疑、入札及び書類提出は余裕をもって行うこと。
・各項目の期限は、電子入札サーバーへのデータ到着期限です。
・このため、送信を行っても期限までにサーバーに到着しない場合は、受付等が完了したとはみなしません。
・また、この場合、救済することはできません。





【再度の入札等に係る注意点】
・失格基準価格よりも入札金額が下回った応札者は失格となります。
・当初の開札で予定価格の制限の範囲内での応札がない場合、再度の入札を行います。開札後は速やかにシステムを
確認し、再度の入札の有無をご確認ください。（なお、当初の入札において失格基準価格未満で入札した応札者は失格
となるため、再度の入札に参加することはできません。）
・再度の入札に係る入札書の提出及び開札の日程については、システムにより通知します。
・なお、再度の入札書の提出期間については原則、開札日の翌日の午前１０時（休日を除く。）から翌々日の午後４時
（休日を除く。）までとし、入札書の開札日は入札書の提出期間終了日の翌日（休日を除く。）とします。（案件によって
変更される場合がありますので、再度の入札のスケジュールについては、必ずシステムでご確認ください。）
・再度の入札は１回限りとします。











３　入札参加資格
入札参加者は下記項目をすべて満たしていること。
	共通入札説明書で
示す参加資格
	すべて満たしていること。

	登録業種
	土木一式工事

	参加可能
対象者等
	単　体
	Ａ等級

	
	経常ＪＶ
	Ａ等級

	
	特定ＪＶ
	対象外

	
	組　合
	Ａ等級

	
	
	※等級区分は、令和８年度大阪府建設工事競争入札参加資格認定時の等級区分とする。

	建設業法の業種
及び許可の種類
	「土木一式工事」の「特定建設業」の許可を有していること。
なお、経常ＪＶにあっては、すべての構成員について本要件を満たしていること。

	営業所等
の所在地
	単　体
・
組　合
	建設業法上の主たる営業所の所在地が大阪府内にあること。

	
	経常JV
	すべての構成員は、建設業法上の主たる営業所の所在地が大阪府内にあること。

	配置技術者
	「土木一式工事」について監理技術者資格者証を有する監理技術者（入札参加申請時点において直接的な雇用関係を有しており、その雇用期間が３ヶ月以上である者に限る。）を専任で配置できること。なお、経常ＪＶにあっては、代表者について本要件を満たす者であること（代表者以外の構成員は、主任技術者を専任で配置すること。）。
※建設業法第２６条第３項第２号の規定の適用を受ける監理技術者（専任特例２号）を配置は、認めない。

	工事成績点
	令和７年度中に完成検査を受けた都市整備部（住宅建築局を除く。）、大阪港湾局（計画整備部計画課計画調整担当、同部振興課利用促進担当及び泉州港湾・海岸部）及び大阪都市計画局発注工事（以下「都市整備部等発注工事」という。）で、６４点以下の工事成績点を取得していない者であること（ＪＶとして受注した工事も含む。）。なお、組合にあっては、当該組合及びすべての組合員について、経常ＪＶにあっては、すべての構成員について、本要件を満たす者であること。

	経営事項審査の
審査基準日
	「土木一式工事」について建設業法第２７条の２３の規定による経営事項審査の審査基準日が
令和７年５月１８日以後の日であること。なお、経常ＪＶにあっては、すべての構成員について、本要件を満たす者であること。
ただし、参加資格確認申請書の提出時点において当該要件を満たさない者については、当該要件を満たす経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写しを、落札候補者になった場合に限り、事後審査資料として提出すること。

	社会保険
	公告の日までに、雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）に基づく雇用保険、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険及び厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金保険に事業主として加入していること。
ただし、各保険について法令で適用が除外されている場合を除く。なお、経常ＪＶにあっては、すべての構成員について、本要件を満たす者であること。

	低入札価格調査に
おける失格判定に
関する事項
	本入札の公告日を起算日として過去３ヶ月間に、都市整備部等発注工事の一般競争入札に係る低入札価格調査で失格判定（※）を受けていない者であること。なお、組合にあっては、当該組合及びすべての組合員について、経常ＪＶにあっては、すべての構成員について、本要件を満たす者であること。
（※）大阪府総務部契約局低入札価格調査制度実施要綱（建設工事版）第８条第２項に規定する事前調査の実施による失格判定を含む。ただし、失格基準価格に係る失格判定を除く。

	
受注希望工種
	入札参加申請時までに、下記の受注希望工種の登録をしている者であり、かつ、開札時において、この登録が有効である者であること。

	
	登録年度
	令和８年度

	
	登録部局
	大阪府都市整備部（住宅建築局を除く。）・環境農林水産部・府民文化部（日本万国博覧会記念公園事務所）・大阪港湾局（計画整備部計画課計画調整担当、同部振興課利用促進担当及び泉州港湾・海岸部）・大阪都市計画局

	
	受注希望工種
	※『１発注の内容』の「受注希望工種」を参照。

	
	登録対象者等
	企業形態
	受注希望工種の登録を行う者
	備　　　考

	
	
	単体企業
	単体企業として登録していること
	

	
	
	経常ＪＶ
	経常JVとして登録していること
	

	
	
	特定ＪＶ
	構成員すべてが登録していること
	代表構成員以外の登録は自動審査対象外(事後審査となります。)

	
	
	組合
	組合として登録していること
	

	経常ＪＶに関する
事項（１）
	経常ＪＶと単体企業の両方の入札参加資格を有する者は、令和８年度の都市整備部等発注工事（単価契約によるものを除く。）において、経常ＪＶか単体企業いずれかの企業形態のみで入札に参加するものとする。
当該年度において、最初に入札参加した企業形態と異なる企業形態で入札参加した場合は、当該入札書は無効とする。
※特定JVの構成員として入札参加した場合は、単体企業として入札参加した場合と同様の取扱いとする。
※受注希望工種の対象・対象外に関わらず、都市整備部等発注工事（単価契約によるものを除く。）のすべてを対象とする。
※「入札書不着」の場合（辞退届をシステムで提出せずに放置したとき）は、入札に参加したものとして取扱う。

	経常ＪＶに関する
事項（２）
	経常ＪＶが入札参加申請を行う場合は、その構成員が単体企業として本工事に入札参加申請を行わず、又は構成員の一部が重複する組合が入札参加申請を行っていないこと。

	組合に関する事項
	組合が入札参加申請を行う場合は、その組合員が単体企業として本工事に入札参加申請を行わず、又は組合員の一部が重複する別の組合及び経常ＪＶが入札参加申請を行っていないこと。


（注）表中、経常ＪＶとは経常建設共同企業体を、特定ＪＶとは特定建設工事共同企業体を、組合とは官公需適格組合を、単体とはそれ以外の者をいう。



【重　要】
監理技術者又は主任技術者は、公共性のある工作物に関する重要な工事には、工事現場ごとに専任の者を配置する必要があります。
（建設業法第２６条第３項）
この場合、特定建設業又は一般建設業の許可要件である、「経営業務の管理責任者」の配置は認められません。
【重要な工事とは、契約金額 ４，５００万円以上（建築一式工事の場合は、９，０００万円以上）の工事です。】






【受注希望工種】
受注希望工種は令和８年度大阪府都市整備部（住宅建築局を除く。）・環境農林水産部・府民文化部（日本万国博覧会記念公園事務所）・大阪港湾局（計画整備部計画課計画調整担当、同部振興課利用促進担当及び泉州港湾・海岸部）・大阪都市計画局の建設工事の入札に参加していない場合、一回に限り変更が可能です。
なお、「入札書不着」の場合（辞退届をシステムで提出せずに放置したとき）は、入札に参加したものとして取扱うので、特に注意すること。
受注希望工種一覧
希望工種名
工事内容
土　　木
土木一式工事、法面工事、ＰＣ橋梁上部工事
舗　　装
舗装工事
造　　園
造園工事
塗　　装
塗装工事
交通安全（構造物）
交通安全施設工事（構造物・標識・防音壁）
交通安全（区画線）
交通安全施設工事（区画線）
フェンス
フェンス工事
鋼構造物
鋼橋上部工事、その他鋼構造物工事
橋梁補修・補強
橋梁補修工事、橋梁補強工事
電気
道路・公園等屋外照明及び先行埋設配管工事
※「受注希望工種」の問合せ先　：　都市整備部事業調整室技術管理課契約管理グループ
電話：０６－６９４４－６０３８
参考：大阪府ホームページ
https://www.pref.osaka.lg.jp/keiyaku_2/e-nyuusatsu/e-kensetsu-a1kosyu.html



















４　低入札価格調査の「失格」となる基準について
	○失格となる判断基準
低入札価格調査において、下記事項に該当する場合は「失格」となります。

	
	事前調査について
	①　元請負者が見積もった直接工事費が、予定価格算出の基礎となった直接工事費の額の
８７％以上の金額が計上されていない。
②　一般管理費に、元請負者が見積もった工事原価の４％以上の金額が計上されていない。

	
	形式審査について
	①　低入札価格調査資料（添付資料を含む。）が、すべて整っていない。
②　すべての下請予定業者の見積書（添付資料を含む。）が、すべて整っていない。
《注意事項：資料受付時に、ページ数と合計枚数の確認を行う。欠落がないように提出前に十分確認すること。》

	
	調査の協力について
	①　ヒアリングに応じない。
②　調査時に、不誠実な言動がある。
（回答済みの内容が変更される場合も含む。）

	
	設計数量、材料の
品質の確保について
	①　設計図書、仕様書で定める数量及び品質・規格を満足していない。
②　材料、製品について、設計仕様に適合した品質、規格を満足していない。
③　建設副産物の搬出予定地や処理体制等が設計仕様書等に合致していない。

	
	工程表について
	①　指定した工期内に完成する工程表となっていない。
②　指定の工法による工程表となっていない。
③　提出された工程表について、的確な説明ができない。
④　総合評価落札方式（技術提案型）の場合、その内容が工程表に反映されていない。

	
	積算内容について
	①　工事費内訳総括表、内訳書及び代価表に違算がある。
②　金額が一括計上されているため、内容が確認できない。
③　積算内訳が正しく記載されていない。
イ．工事費内訳総括表及び内訳書の合計額が一致していない。
ロ．代価表の金額が内訳書に正しく反映されていない。
ハ．共通仮設費内訳書及び現場管理費内訳書の金額が内訳書に正しく反映されていない。
ニ．施工不能な工法により積算されている。
ホ．総合評価落札方式（技術提案型）の場合、その内容が内訳書・代価表に正しく反映され
ていない。
へ．記載されているそれぞれの単価及び価格が、「低入札価格調査の調査内容」（以下「調
査内容」という。）で規定している合理的かつ現実的なものでない。若しくは確認できない。
（過去の契約書の写しがすべて整っていない。）
ト．手持資材、自社機械の所属等の確認ができない。
④　下請負者等の見積額が内訳書・代価表に正しく反映されていない。
《注意事項：内訳書・代価表には、必ず、下請見積書に記載されている額と同額以上を計上すること。なお、下請負者等が見積書を提出後、元請負者と下請負者等の間で協議し、下請負者等が見積額の変更を認めた場合は、下請負者等が了解した旨が確認できる書類を調査資料提出時に添付すること。》
⑤　労務単価が過去３ヶ月以内に支払った実績のある賃金額を下回っている。若しくは確認で
きない。又は最低賃金を下回っている。
⑥　自社従業員の雇用関係が確認できない。
⑦　建設副産物について適正な処理費用が計上されていない。
⑧　共通仮設費、現場管理費及び一般管理費について、「調査内容」で規定している内容を満
たしていない。
⑨　内訳書・代価表が、配付した見積参考資料の形式で作成されていない。
※ただし、施工パッケージ型代価表については、積上形式代価表の提出も可とする。
※特殊な施工方法等で積算し契約上の施工方法等を規定しないもの、総合評価落札方式に
よる技術提案によるものを除く。
[bookmark: OLE_LINK1][bookmark: OLE_LINK2]⑩　算出方法について的確に説明できない。
⑪　取引予定業者からの聞き取りにより、工事費内訳総括表記載価格がいわゆる「指し値」で
あるなど、不当に低額に設定されたことが明白である。

	
	法令違反や契約上の基本事項について
	①　下請負額５００万円以上の施工に係る下請け見積書を作成した下請負者が、建設業の許
可を受けていない。
②　その他法令違反と認められる。

	
	下請け見積書作成について
	①　下請見積書が、材料費、人件費及び諸経費の内容が確認できない。
②　工事内容（規模、工法、数量等）に間違いがある。又は確認できない。
③　記載されているそれぞれの単価が、「調査内容」で規定している合理的かつ現実的なもので
ない。若しくは確認できない。（過去の契約書の写しがすべて整っていない。）
※施工に係る下請け見積書については、調査・審査の迅速化をはかるため、出来る限り配付した見積参考資料により作成すること。
④　必要とする諸経費が計上されていない。又は確認できない。
※下請負者の諸経費とは、下請負者が配置する主任技術者等の給与・諸手当並びに下請負者が支出する現場経費及び本社経費をいう。

	
	その他
	1 　「調査内容」で規定している条件を満足していない。又は確認できない。



















５　担当課
	
	担当課
	担当業務

	入札契約担当
	〒５４０－８５７０　大阪市中央区大手前２丁目(分館６号館１階）
大阪府総務部契約局建設工事課　土木入札グループ
電話番号  ０６－６９４４－６４３５
０６－６９４４－７５５８
※電話等による本案件に対する入札参加資格及び設計図書等に関する質問については一切お答えできません。
	電子入札執行及び契約関係
入札説明書等に関する質問関係

	工事担当
	〒５９３－８３２４　堺市西区鳳東町４丁３９０番地１
大阪府鳳土木事務所
電話番号　０７２－２７３－０１２３

※電話等による本案件に対する入札参加資格及び設計図書等に関する質問については一切お答えできません。
	「契約書一式」及び「落札候補者の提出書類」の提出、支払い関係並びに施工監理関係等
技術提案書作成要領等
設計図書・技術提案書作成要領等に対する質問関係
予定価格に対する質疑関係
技術提案書の評価結果に対する質問書の受理

	システム担当
	大阪府電子契約ヘルプデスク
電話番号　０６－４４００－５１８０
	ＰＣ環境、設定、トラブル関係等



	設計図書等に関する質問については、「２　発注スケジュール」に示す質問期間内にシステムにより質問を行ってください。



【　交付書類一覧表　】
	
	書類名称
	交付方法
	ファイル形式

	電子入札公告等
	①電子入札公告
	システムにより交付
	Microsoft Word

	
	②共通入札説明書
	
	Adobe Acrobat
PDF

	
	③総合評価一般競争入札参加申込書
	
	Microsoft Word

	
	④配付書類（案件内容により異なります。）
・配置技術者調書
・監理技術者等の専任性の確認調書
・工事施工実績調書
・中間前金払と部分払との選択に係る届出書
・社会保険等に関する誓約書
・専任特例２号の配置に関する届出書
・配置技術者名簿（監理技術者補佐）
・「週休２日工事」取組形式確認書
・「週休２日交替制工事」取組形式確認書
・週休２日工事実施希望確認書
・工期通知書
	
	

	
	⑤誓約書
	
	

	
	⑥電子契約同意書兼メールアドレス確認書
	
	Microsoft Excel

	
	⑦労務費等の適正性を確認するための調査に関する理由書
	
	Microsoft Word

	設計図書等
	①契約関係書類
・契約書（案）
・電子入札心得
・経営事項審査と入札参加資格について
・口座情報の登録について
・職員数の現況調査書
・大阪府暴力団排除条例に基づく公共工事等からの暴力団の排除に係る措置に関する規則の施行に伴う事業者からの「誓約書」の提出について
・ハートフル条例に基づく障がい者雇用状況報告の提出について
・建設リサイクル法に係る説明書、別表１～３
	システムにより交付
	Adobe Acrobat
PDF
※積算書のみ
Microsoft Excel

	
	②設計図書類（工事内容により異なります。）
・設計書（表紙）
・数量総括表
・特記仕様書
・産業廃棄物の処理に関する特記仕様書
・工事箇所図
・工事図面
	
	

	
	③見積参考資料（工事内容により異なります。）
・積算書
・積算条件明示事項
・参考図
	
	

	
	④工事費内訳書
	
	Microsoft Excel

	
	⑤低入札価格調査制度に係る調査資料
・低入札価格調査の内容
・様式
	
	

	
	⑥技術提案書作成要領
技術審査資料一覧表
	
	Microsoft Word
Microsoft Excel


※大阪府総務部契約局低入札価格調査制度実施要綱（建設工事版）第８条第２項に規定する事前調査を行う案件においては、工事費内訳書を低入札調査資料として取扱います。訂正、変更、差替え又は再提出は一切できませんので、ご注意ください。詳しくは下記ＵＲＬをご覧ください。
https://www.pref.osaka.lg.jp/o040100/keiyaku_2/e-nyuusatsu/e-youkou.html
※見積参考資料は、あくまでも入札参加業者の適正・迅速な見積りに供するため、参考に示した一資料にすぎず、何ら契約上の拘束力を生じるものではありません。このため、施工方法等工事目的物を完成するために必要な一切の手段については、設計図書に特別な定めがなければ受注者がその責任において定めるものとします。工事の実施にあたってはこの趣旨を十分理解し、事故発生等を招かないよう、その防止措置に留意してください。


【　提出書類一覧表　】

１．入札参加者の提出書類（システムにより提出）
	
	書類等名称
	提出方法

	入札参加申請手続き
	・参加資格確認申請書
	システム画面に直接入力

	
	・条件付一般競争入札参加申込書
（様式は入札説明書等交付時に配付しています。）
	入札参加申請を行う際、添付ファイルとしてシステムに添付してください。

	技術提案資料
	・技術提案書（表紙）
・技術審査資料一覧表
・技術提案(課題１～２)
	システムにより提出
※技術提案書作成要領及び共通入札説明書を参照してください。

	入札書の提出
	・入札書
	システム画面に直接入力

	
	・低入札価格調査意向確認書
	

	
	・工事費内訳書
（様式は設計図書等交付時に配付しています。）
	入札書を提出する際、添付ファイルとしてシステムに添付してください。

	【入札にあたっての留意事項】
（公正な入札の確保）　
大阪府建設工事電子入札心得第３条第２項及び第３項　【抜粋】
２　入札参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参加者と入札書に記載する
金額（以下「入札金額」という。）又は入札意思についていかなる相談も行わず、独自に入札金額を
定めなければならない。
３　入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札金額又は工事費内訳書の
内容を開示してはならない。

【提出にあたっての留意事項】
入札参加者は、「１．入札参加者の提出書類（システムにより提出）」を、電子入札公告「２　発注スケジュール」に示す期間にシステムにより提出してください。
なお、技術提案書（表紙）と技術審査資料一覧表については、システム以外の提出は受け付けませんので、注意してください。（令和７年４月１日以降の公告分からシステムによる提出に変更）



	入札方式
	書類名称
	ファイル形式
	提出時の注意点

	総合評価落札方式
Ⅱ型
	技術審査資料一覧表
	Microsoft Excel（xls）
	・zipファイルにまとめて提出
・ファイル容量は１０ＭＢ未満
・ファイル形式・名称は変えないこと
・ファイル名の先頭に企業名を入れること

	
	技術提案書
	Adobe Acrobat PDF
	

	
	自社実績調書
	Adobe Acrobat PDF
	

	【ファイル名の記入例】
株式会社大阪土木の場合
・技術審査資料一覧表　⇒　株式会社大阪土木技術審査資料一覧表. xls
・技術提案書　　　　⇒　株式会社大阪土木技術提案書.pdf
・自社実績調書　　⇒　株式会社大阪土木自社実績調書.pdf



２．落札候補者の提出書類（別途システムにより提出）
	書類名称
	備考

	提案事項確認表及び技術審査資料
（調書）（別紙－３～１０）
	技術提案書作成要領を参照してください。

	配置技術者調書
	第２号様式

	配置技術者の照合が可能な書類
（写し）
	①監理技術者の場合
監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証
配置技術者の資格の照合が可能な書類で３ヶ月以上の雇用関係を確認できない場合は、雇用関係証明書類
※雇用関係証明書類とは、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書、住民税特別徴収税額の通知書・変更通知書、その他雇用関係を証明できる書類のうちいずれかの書類とします。
※雇用関係証明書類の提出の際には、以下の項目に該当するものについてマスキングを施してください。
	書類
	マスキング項目

	健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書
	・被保険者整理番号
・基礎年金番号


※雇用関係証明書類にQRコードがある場合は、そのQRコードを読み取ると保険者番号等がわかるものについても同様にマスキングを施してください。

以上により、確認できない場合は、以下のうち、証明できる書類を提出すること
（1）当該事業所名記載の前年分の源泉徴収票
（2）登記事項証明書の役員名簿欄（監査役は除く）
（3）雇用保険被保険者証・資格取得等確認通知書
（4）その他証明できるもの

②主任技術者の場合
主任技術者資格を有する証（実務経験によるものは経歴書）
（監理技術者資格者証を有する者は、①と同じ。）

③監理技術者補佐（建設業法第２６条第３項第２号に規定する者）の場合
監理技術者資格を有する証
一級施工管理技士補は、上記②に加え、一級第一次試験合格証明書
※建設業法第２７条の規定に基づく技術検定種目は、専任特例２号に求める技術検定種目と同じであること。

	監理技術者等の専任性の確認調書
	別紙様式
ただし、契約金額４，５００万円未満の場合は提出不要です。

	専任技術者等の確認が可能な書類
（写し）
	建設業許可の申請・変更等の届出時の下記書類
・「経営業務の管理責任者証明書（様式第７号）」の副本
・「専任技術者一覧表（様式第１号別紙４）」の副本
ただし、契約金額４，５００万円未満の場合は提出不要です。

	工事施工実績調書
	別紙２様式
※「３　入札参加資格」において、施工実績を求めていない場合は提出不要です。

	施工実績を確認できる書類（写し）
	コリンズ登録証
ただし、コリンズ登録証の内容で施工内容が確認できない場合、契約書の写し、設計書、図面、特記仕様書等施工内容が確認できる書類を添付してください。
なお、共同企業体として実績を有する場合、本件で求めている施工実績と同内容の工事を担当したことがわかる資料（共同企業体協定書等）を提出してください。
※「３　入札参加資格」において、施工実績を求めていない場合は提出不要です。

	最新の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書（写し）
	必ず提出してください。

	社会保険等に関する誓約書
	必ず提出してください。

	誓約書
	必ず提出してください。

	中間前金払と部分払との選択に係る届出書
	必ず提出してください。
ただし、開札日から起算して工期が４か月を超えない場合は提出不要です。

	低入札価格調査制度に係る調査資料
	低入札価格調査基準価格未満の価格で入札を行った場合
※作成にあたっては、電子入札公告「４　低入札価格調査の「失格」となる基準について」を参照してください。
※指定した日時までに、調査資料を提出しない者及び調査資料のすべてが整っていなかった者は失格となりますので、注意してください。

	「週休２日工事」取り組み形式確認書
	（様式１号）　
「完全週休２日制工事」又は「月単位の週休２日」を選択し、必ず提出してください。

	電子契約同意書兼メールアドレス確認書
	別記様式
※提出がない場合は、事後審査時に電子契約に関する意向確認を実施します。

	【提出にあたっての留意事項】
落札候補者は、「２．落札候補者の提出書類」を、契約局から落札候補者である旨の通知を受けた日の翌日（休日を除く。）の午後５時までに、電子契約ポータルサイトより提出してください。
なお、指定した日時までに提出しない者の入札は無効となりますので、注意してください。
※電子契約ポータルサイトホーム画面（https://eawww.e-nyusatsu.pref.osaka.jp/portal/index）
※操作方法については、大阪府電子契約ヘルプデスク（０６－４４００－５１８０）までお問合わせください。
※契約局から落札候補者への連絡は、これまで電話で行っていましたが、今後は電子契約ポータルサイトで通知します。
通知は下記リンクからログイン後、確認することができます。
（https://eawww.e-nyusatsu.pref.osaka.jp/portal/GM0510_6002）
※大阪府ホームページでも電子契約ポータルサイトの機能について説明していますので、ご参照ください。　
　(https://www.pref.osaka.lg.jp/o040100/keiyaku_1/system/r701densikeiyakukouhou.html)




３．労務費等の適正性を確認するための調査対象者の提出書類（別途システムにより提出）
	書類名称
	備考

	理由書
	契約局から落札候補者である旨の通知を受けた日の翌日（休日を除く。）の午後５時までに、電子契約ポータルサイトより提出してください。
なお、指定した日時までに提出しない者の入札は無効となりますので、注意してください。
※電子契約ポータルサイトホーム画面
（https://eawww.e-nyusatsu.pref.osaka.jp/portal/index）



入札参加資格登録をされている皆様へ


入札契約制度等に関するお知らせ


下記の書類について、リンク欄の表示をクリックし確認してください。
	配布書類
	リンク

	「電子契約システム」の開始について
	R７.１
	表示

	前金払の使途拡大にかかる契約書等の改正について
	R７.３
	表示

	予定価格に含まれる法定福利費概算額について
	R４.５
	表示

	予定価格算出基礎額の公表について
	R６.６
	表示

	ランダム係数の取扱いの変更について
	R８.３
	表示

	大阪府発注の公共工事等からの暴力団排除の取組強化について
	R７.1
	表示

	大阪府暴力団排除条例に基づく公共工事等からの暴力団の排除に係る措置に関する規則における事業者からの「誓約書」の提出について
	R７.１
	表示

	労働関係法令の遵守
	R７.12
	表示

	大阪府発注の建設工事における建設事業者の社会保険加入促進について
	H25.8
	表示

	建設工事における社会保険等未加入対策の取組強化について
	H29.11
	表示

	特定建設業許可等の入札参加資格要件について
	R７.１
	表示

	府発注工事における電子マニフェスト使用の義務化について
	R４.12
	表示

	「公共工事設計労務単価」等の適用について
	R８.３
	表示

	労務費等の適正性を確認するための調査の実施について
	R８.６
	表示

	同一入札における関係会社の参加制限について
	R７.１
	表示

	大阪府 都市整備部「週休2日工事」実施要領
	R８.８
	表示

	大阪府 都市整備部「工事における余裕期間制度」実施要領
	R７.４
	表示

	下請契約・資材調達等における府内業者への配慮について
	H20.11
	表示





⑪
